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Ⅰ 一般会計補正予算（第 2号） 

１ 補正予算編成の考え方 

エネルギー・食料品価格等の物価高騰に直面し、影響を受ける世帯に対する支援として、住

民税非課税世帯に対して電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金を給付するほか、低所

得の子育て世帯に対して子育て世帯生活支援特別給付金を支給するため、令和 5 年度一般会計

補正予算（第 2号）を編成する。 

２ 補正予算の内容 

（１）電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付関係事業費  2,597,412 千円

住民税非課税世帯に対して 1世帯当たり 3万円を給付する。 

対象者：令和 5年 6月 1日に本市の住民基本台帳に記載されている世帯のうち、世帯

全員の令和 5年度分の住民税均等割が非課税である世帯 

給付額：1世帯当たり 3万円 

（２）子育て世帯生活支援特別給付関係事業費 724,000 千円

低所得の子育て世帯に対して児童 1人当たり 5万円を支給する。 

対象児童：18 歳に達する日以後の最初の 3 月 31 日までの間にある児童（特別児童扶

養手当対象児童の場合は 20 歳未満） 

   対象者：① 児童扶養手当受給者等 

  ・令和 5年 3月分の児童扶養手当受給者 

・直近の収入が児童扶養手当の受給者と同じ水準となった者 

       ② ①以外の令和 4年度分の住民税均等割が非課税の子育て世帯 

     ・令和 4年度の子育て世帯生活支援特別給付金を受給した世帯 

・直近の収入が住民税均等割非課税相当となった世帯 

支給額：児童 1人当たり 5万円

３ 補正予算の規模 

  （単位：千円） 

現在予算額 補正予算額 補正後予算額 

211,697,916 3,321,412 215,019,328

令和 5年度 5月補正の概要
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４ 歳入歳出補正予算額 

   （単位：千円） 

歳   入 歳   出 

款 補正予算額 款 補正予算額 

国庫支出金 3,321,412 民生費 3,321,412 

合 計 3,321,412 合 計 3,321,412 

５ 費目別事業概要 

民生費 3,321,412 千円 

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付関係事業費 2,597,412 千円 

住民税非課税世帯に対して 1世帯当たり 3万円を給付する。

 子育て世帯生活支援特別給付関係事業費 724,000 千円

低所得の子育て世帯に対して児童 1人当たり 5万円を支給する。 


